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１．地域年金展開事業の概要



地域年金展開事業の主な取組
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。
◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、
活動に役立つ情報を提供。

年金委員
活動支援事業

制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業へ
の意見・助言を行うため、学識経験者や関係機関等を委員とし
て都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者
や従業員向けの年金制度説明会を実施。
・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本
年金機構が行う事業の周知、ポスター・チラシの掲示や設置、
配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒又は教
職員、保護者向けにセミナーを実施。大学構内で、学生納付特
例制度や年金相談窓口の開設し、公的年金制度に関するパンフ
レット等の設置、掲示、配付を行うケースもある。

年金セミナー
事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応える
ため、市区役所・町村役場や大規模商業施設、イベント会場等
で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業
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◆なお、今年度は新型コロナウイルス感染防止に配慮した取組を実施しています。

《本来の取組内容》 《コロナ禍での取組内容》

アプローチは原則、電話・文書
により行う。
制度説明会や年金セミナーは、
Web会議ツール等を使用した非
対面型（リモート）による実施
を基本とするが、相手先機関か
ら要請があり、当該機関におけ
る新型コロナウイルス感染防止
対策の徹底が可能な場合は、対
面での開催を可能とする。なお、
年金セミナーでは解説付き動画
（DVD)配布による実施も有効
である。

委員長及び委員の過半数より要請
があった場合は、新型コロナウイ
ルス感染防止対策を徹底したうえ
で対面開催も可能とする。対面開
催が困難な場合は、書面開催。

原則、電話・文書による
活動。対面による場合は
感染防止対策を徹底。

新型コロナウイルス感染防止対策
を徹底したうえで実施。ただし、
地域によって感染状況が異なるこ
とから、実施の可否については、
各地の実情を踏まえて慎重に判断。
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〇関係機関（団体）との合同研修会等の実施

① 地域連携事業
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２．令和２年度 事業実施報告（県全体）
（１）各事業の実施報告

◆市町村
実施拠点 浦和、熊谷、川越、所沢
開 催 日 令和２年８月～令和３年２月 合計１１回（書面開催含む）
出席者数 ５２名
研修内容 国民年金制度全般、国民年金免除制度、年金給付全般、

障害年金・障害状態確認届の提出期限の延長等

◆埼玉県社会保険労務士会各支部
実施拠点 川越・春日部・秩父
開 催 日 令和２年６月～令和３年２月 合計５回
出席者数 ２０３名

研修内容 算定基礎届、ねんきんネット利用拡大、電子申請利用等

◆埼玉県社会保険協会
実施拠点 全事務所

開 催 日 令和２年９月～令和２年１０月 合計４回
出席者数 １０４名
研修内容 厚生年金適用制度、社会保険事務手続き、

ねんきんネット利用拡大

◆埼玉県内法人会
実施拠点 浦和・熊谷・川越・所沢・春日部・越谷
開 催 日 令和２年１０月～令和３年１月 合計８回
出席者数 １６１名
研修内容 在職老齢年金・雇用保険との調整、在職老齢年金の仕組み

ねんきんネット利用拡大

◆埼玉県社会保険委員会
実施拠点 春日部
開 催 日 令和２年６月～令和３年２月 合計３回
出席者数 ７５名
研修内容 算定基礎業務等について

ねんきんネットマスコット ねんきん太郎＆ねんきんクマ



②年金セミナー事業
年金セミナー実施結果
○年度別年金セミナー実施状況表

事務所
令和元年度 令和２年度

大学・短大 専門学校 高等学校 中学校 合計 受講者数 大学・短大 専門学校 高等学校 中学校 合計 受講者数

浦和
１ 校 ０ 校 １１ 校 ５ 校 １７ 校

２，６０６
０ 校 ０ 校 ７ 校 ２ 校 ９ 校

１,７８８
（１回） （０回） （２３回） （２３回） （４７回） （０回） （０回） （１３回） （２回） （１５回）

大宮
０ 校 ２ 校 ６ 校 ４ 校 １２ 校

２，３１８
０ 校 ２ 校 ２ 校 ０ 校 ４ 校

５６６
（０回） （２回） （３２回） （７回） （４１回） （０回） （２回） （３回） （０回） （５回）

熊谷
０ 校 ３ 校 ５ 校 ０ 校 ８ 校

７００
０ 校 １ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校

１２７
（０回） （３回） （６回） （０回） （９回） （０回） （１回） （１回） （０回） （２回）

川越
２ 校 ０ 校 １４ 校 １ 校 １７ 校

３，４９９
１ 校 ０ 校 １ 校 ０ 校 ２ 校

１１９
（３回） （０回） （１７回） （３回） （２３回） （１回） （０回） （１回） （０回） （２回）

所沢
２ 校 １ 校 ４ 校 ０ 校 ７ 校

１，５５１
１ 校 ０ 校 ０ 校 ０ 校 １ 校

１５８
（２回） （１回） （４回） （０回） （７回） （１回） （０回） （０回） （０回） （１回）

春日部
２ 校 １ 校 １１ 校 ４ 校 １８ 校

１，４７２
０ 校 ０ 校 ５ 校 ０ 校 ５ 校

７１３
（６回） （１回） （２４回） （７回） （３８回） （０回） （０回） （１８回） （０回） （１８回）

越谷
１ 校 ２ 校 １３ 校 ７ 校 ２３ 校

２，８０１
０ 校 １ 校 ７ 校 ２ 校 １０ 校

２,１７０
（１回） （３回） （２６回） （２３回） （５３回） （０回） （２回） （８回） （２回） （１２回）

秩父
０ 校 １ 校 ３ 校 ０ 校 ４ 校

３５７
０ 校 １ 校 ３ 校 ０ 校 ４ 校

３３９
（０回） （１回） （３回） （０回） （４回） （０回） （１回） （３回） （０回） （４回）

合計
８ 校 １０ 校 ６７ 校 ２１ 校 １０６ 校

１５，３０４
２ 校 ５ 校 ２６ 校 ４ 校 ３７ 校

５,９８０
（１３回） （１１回） （１３５回） （６３回） （２２２回） （２回） （６回） （４７回） （４回） （５９回）

４



５

事務所 大学・短大 専門学校 高等学校 中学校

浦和
・埼玉県立 浦和北高等学校
・埼玉県立 浦和高等学校（定）
・川口市立高等学校（定）
・埼玉県立 浦和商業高等学校

・埼玉県立 川口高等学校
・埼玉県立 戸田翔陽高等学校
・埼玉県立 浦和北高等学校

・さいたま市立 本太中学校
・さいたま市立 常盤中学校

大宮 ・東京IT会計法律専門学校大宮校
・関東工業自動車大学校

・埼玉県立 吹上秋桜高等学校
・さいたま市立大宮北高等学校

熊谷 ・埼玉県栄養専門学校 ・誠和福祉高等学校

川越 ・東邦音楽大学 ・私立 大妻嵐山高等学校

所沢 ・西武文理大学

春日部
・埼玉県立 庄和高等学校
・埼玉県立 春日部高等学校（定）
・埼玉県立 宮代高等学校

・埼玉県立 岩槻北陵高等学校
・埼玉県立 岩槻高等学校

越谷
・越谷保育専門学校 ・埼玉県立 越谷東高等学校

・埼玉県立 草加南高等学校
・埼玉県立 草加西高等学校
・埼玉県立 三郷高等学校

・埼玉県立 草加東高等学校
・埼玉県立 宮代高等学校
・埼玉県立 八潮南高等学校

・草加市立 新田中学校
・越谷市立 中央中学校

秩父 ・秩父看護専門学校 ・埼玉県立 小鹿野高等学校
・埼玉県立 秩父高等学校

・埼玉県立 皆野高等学校

〇令和２年度 事務所別年金セミナー実施校

③ 地域相談事業
〇関東管区行政評価局主催の「一日合同行政相談」における年金相談会の実施
事務所 実施場所 実施日 相談者数 相談内容

所沢 飯能市市民活動センター 令和２年１０月１日 ０名

老齢・障害・遺族年金、
年金記録など浦和 浦和コルソ 令和２年１０月１５日 １２名

熊谷 熊谷文化創造館 さくらめいと 令和２年１１月３０日 １２名





（２）埼玉県全体の取組み

○予約年金相談周知に向けた協力要請

・関東信越国税局と連携し、県内税務署１５ヶ所及び確定申告会場

４ヶ所においてポスターの掲示とチラシを設置。

・日本郵便（株）関東支社と連携し、埼玉県管内郵便局６２７局あて、

予約相談ポスターの掲示を依頼。

○「わたしと年金」エッセイ募集に向けた協力要請

高校生や中学生などの若い世代に対して公的年金制度の役割や必要性を

理解いただくため、埼玉県教育局県立学校部高校教育指導課に協力をいた

だき、県内139の公立高等学校へ協力依頼文書が発出されました。また、

エッセイ募集について会報誌等を活用し、応募数の拡大に向けた取組を行

いました。

お客様の待ち時間の解消やお客様のニーズを踏まえた年金相談

サービスの充実を図ることを目的として、関係機関と連携のうえ、

協力要請を行いました。
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○電子申請の利用促進に向けた協力要請

社会保険手続きの簡素化及びお客様の利便性を図るため、関係機関と連携し、電子申請利用促進に

向けた協力の要請を行いました。
・関東信越国税局あて、県内１５税務署の窓口等へリーフレット設置の協力を依頼。

・埼玉労働局あて、県内８労働基準監督署、１５ハローワークの

窓口等へリーフレット設置の協力を依頼。

・協会けんぽ埼玉支部あて、窓口等へのリーフレットの設置及び

セミナー開催時の配布の協力を依頼。

・埼玉社会保険労務士会あて、広報誌「会報」にリーフレット

同封のうえ、配布の協力を依頼。

・埼玉社会保険協会あて、広報誌「社会保険さいたま」に

記事掲載のうえ、会員事業所への周知を依頼。

・埼玉県商工会議所連合会あて、県内１６商工会議所窓口

等でのリーフレット設置の協力の依頼。

・埼玉県商工会連合会あて、県内６１商工会・支所窓口等でのリーフレット設置の協力の依頼。

○ 年金委員への情報誌の発行
年金委員活動の活性化を図るための活動支援事業の一環として、
四半期に一度、地域型、職域型年金委員向け情報誌を発行し、
県内各年金事務所より年金委員の皆様へ送付いたしました。
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○埼玉県社会保険協会発行広報誌「社会保険さいたま」への記事掲載

学校のカリキュラム決定前の３月以前に埼玉県教育局に対して、年金セミナーの実施について
協力要請を行いました。なお、従来の対面型のほか、新たに「年金セミナー用動画（DVD）」
の視聴や、Web会議ツール等を活用したオンライン年金セミナー（順次実施を予定）など非対
面型の年金セミナーの取り組みも進めております。

○ 年金セミナー実施にかかる埼玉県教育局への協力要請（令和３年度にかかる）

埼玉県内事務所において輪番にて記事を作成のうえ、５月、８月、１１月、２月発行の「社会保
険さいたま」へ記事を掲載し、埼玉社会保険協会委員あてに周知広報を行いました。

【周知内容】

年金委員制度の案内、予約相談の周知、賞与支払届の提出について、電子申請の利用促進、厚生年金保険
料等の納付猶予の特例について、ねんきん月間の周知、「わたしと年金」エッセイ募集、川越年金事務所
移転の周知等
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年金委員の方々の多年にわたる活動について、その功績を称え労苦に報いるとともに、政府管掌年金事業の推進及び年金委員会
活動の更なる活性化を目的とし、年金委員功労者表彰を執り行いました。式当日は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、
場内備品の消毒、会場内空気の換気、出席者のマスク着用、使用するマイクも随時消毒を行うなど、感染予防対策を徹底しました。

（３）年金委員功労者表彰式

○日時
令和２年１１月５日 １４時４５分～１６時
○ 開催場所
ホテル ラフレさいたま
○ 表彰対象

厚生労働大臣表彰 ２名

日本年金機構理事長表彰 ６名

日本年金機構理事表彰 １５名 厚生労働大臣表彰の様子

（４）地域年金事業運営調整会議
○日時
令和２年１２月 書面開催
○ 議事
（１） 国民年金保険料の納付状況等について
（２） 令和元年度 埼玉県地域年金展開事業の事業実施状況報告について
（３） 令和２年度上期 埼玉県地域年金展開事業の事業実施報告
及び令和２年度下期 埼玉県地域年金展開事業の事業実施計画について

〇 新型コロナウイルス感染拡大の影響により緊急事態宣言が発令されていたため、令和２年度上期での会議開催は延期となり、
令和２年１２月、埼玉県地域年金事業運営調整会議委員の皆様に会議資料を送付をしたうえで、書面での開催となりました。
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３．県内年金事務所の令和2年度事業実施報告・令和3年度
事業実施計画
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年金セミナー事業

浦和年金事務所

事務所内でセミナー講師を養成するためのプロジェ
クトチームを組織するとともに、地域年金推進員の協
力によりセミナーを実施した。コロナの影響で中止と
なった学校があったものの８校（1校は2年生、3年生
で1回ずつ）で実施することができ、そのうち6回は
DVD視聴での開催となった。

○年金制度説明会の実施
・管内各市国民年金担当者を対象に国民年金事務研究会を実施

（２回）
・管内法人会が実施する研修会において年金制度説明を実施

（３回）

〇埼玉県年金委員会と協力連携した制度周知及び年金相談会の
実施（年金シニアライフセミナー） （２回）

〇川口市主催の「税と年金の講習会」において年金制度説明を
実施 （１回）

○実施実績
R2.7.1 県立浦和北高等学校（3年生）
R2.12.21 県立川口高等学校
R2.12.21 県立戸田翔陽高等学校
R3.1.13 県立浦和高等学校定時制（DVD視聴）
R3.1.15 川口市立高等学校定時制（DVD視聴）
R3.1.19 県立浦和商業高等学校（DVD視聴）
R3.3.2 さいたま市立本太中学校（DVD視聴）
R3.3.5 さいたま市立常盤中学校（DVD視聴）
R3.3.16 県立浦和北高等学校（2年生）（DVD視

聴）
合計 ８校 ９回

地域相談事業

○「一日合同行政相談」における年金相談会を実施

関東管区行政評価局主催 浦和コルソ
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令和２年度 事業実施報告
事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

＜地域型年金委員の活動＞
・町内会、公民館などのチラシ配布による周知活動を実施した。

＜児童・園児の絵の展示＞
・近隣の小学校及び幼稚園より協力いただき、年間を通してお
客様相談室待合に児童・園児の絵を展示した。
・父兄や学校関係者に年金事務所を身近に感じていただくとと
もに、相談のお客様の癒しの効果もあり、好評をいただいた。

・例年参加している「浦和区民まつ
り」は、新型コロナウイルスの影響
で開催中止となった。

・新型コロナウイルス感染予防対策を行い
つつ、今後どのように活動していくかが課
題である。

年金セミナー事業

＜年金セミナー実施状況＞
・高校・・・・６校（７回、１校は２年生、３年生の２回実

施）
・中学校・・・２校（うち１回は校内放送設備を使用）

＜講師育成＞
・所内PTで、予行演習を重ね、講師育成に努めた。

・新型コロナウイルスの影響により、
学校を訪問して対面でのアプローチ
ができず電話中心となり、アプロー
チ可能な期間が限られた。

・非対面によるセミナーの実施を図る。

・学校とのつながりを深めながら、年金セ
ミナーの安定的な実施を図る。

地域年金推進員
委嘱事業

＜架電によるセミナーアプローチ＞
・架電により年金セミナー開催依頼を１２校に対して行い、う
ち７校がセミナーを実施した。（DVD視聴による実施含む）

・新型コロナウイルスの影響で訪問
ができなくなり、昨年度の開催校１
７校から８校に減少した。

・対面型が難しい状況の中、非対面型で開
催を推し進めることが課題となる。

地域相談事業 ・関東管区行政評価局主催の一日合同行政相談へ参加した。
（１回） ―

・新型コロナウイルス感染予防対策を行い
つつ今後どのように活動していくかが課題
である。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員と、毎月の連絡会にて情報提供と意見交換を
行った。

・「かけはし」の送付による情報提供を行った。

・「年金委員通信」職域型、地域型を四半期に一度、管轄の年
金委員に送付を行った。

・地域型年金委員連絡会について、
新型コロナウイルスの影響で令和２
年１０月から１２月の３回のみの実
施となった。

・年金委員の情報提供の方法、特に新規地
域型年金委員への案内を県内で統一して進
めていくことが必要と考える。

浦和

１３



事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・地域型年金委員の活動については、広報活動が行いやす
いよう、タイムリーな情報提供と、連絡会の充実に力を入
れる。

・児童、園児の絵の展示については、学校、幼稚園の状況
に配慮しながら令和３年度も絵の展示のご協力をお願いし
ていく。

・コロナ対策を行ったうえで、７月以降可能な限り月１回の連絡会の開催を目指す。

・連絡会での研修の充実を図る。

・絵の展示と、児童へのお礼の手紙を作成することで、自分の絵が地域に役立ってい
ることを知ってもらうとともに、学校や父兄とのつながりも強めていく。

年金セミナー事業 ・非対面型のセミナーが実施できるよう、学校への説明、設備の準備、講師の育成各面で力を入れる。

・年金セミナーの実施回数を回復するとともに、積極的に非対面型の実施を進め、対
面型、非対面型、DVD視聴も含めた幅広い実施を推し進める。

・講師養成についても、説明者だけでなく、機器操作者も養成していく。

地域年金推進員
委嘱事業

・非対面型でのセミナー開催も含めた分かりやすい説明を
行い、アプローチの効果を上げる。

・アプローチの段階で、安全面など非対面でのメリット、必要な設備・条件を明確に
説明し、受け手が安心できる準備を行い、非対面型の実施を増やす。

地域相談事業
・ハローワークや大学など関係機関がコロナにより自粛の
状態にある。自粛が解けたとき、あらためて協力をいただ
けるよう働きかける。

・ハローワークや大学の担当者への確認をこまめに行い、再開に向けて依頼を行う。

年金委員活動
支援事業

・新規委嘱された地域型年金委員に、どう活動したらよい
かなど、委嘱後の早い時期に具体的な活動方法の研修を行
う。

・年金委員へのタイムリーな情報提供を定期的に行い、活
動しやすい環境づくりを進める。

・年２回程度、県内の新規委嘱地域型年金委員を対象に、オリエンテーション（研修
会）を行い、先輩委員との交流を通じて年金委員としての活動を知っていただき、自
身の活動の参考としていただく。

令和3年度 事業実施計画 浦和
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大宮年金事務所
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大宮年金事務所

○教育機関で年金セミナーを開催

年金セミナー事業

〇対面により実施 対面による活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分行ったうえで実施した。

専門学校 令和２年１２月４日 東京IT会計法律専門学校大宮校 １１５名
高等学校 令和２年１０月８日 大宮北特別支援学校(対面２回）保護者１５名 保護者１９名

令和３年１月２８日 吹上秋桜高等学校(対面２回） 昼間部１８名 夜間部４名
令和３年２月２５日 特別支援学校大宮ろう学園 ８名

〇動画提供により実施

専門学校 令和３年２月２４日 ＤＶＤ視聴 関東工業自動車大学校 １０４名
高等学校 令和３年１月２１日 ＤＶＤ視聴 桶川高等学校 ２９３名

令和３年３月１０日 ＤＶＤ視聴 さいたま市立大宮北高等学校 ３２５名

地域連携事業
○企業等で年金制度説明会を開催

〇管内法人会が実施する研修会において年金制度説明会を開催
・令和２年１０月７日 上尾法人会(上尾市文化センター） 参加者１７名
・令和２年１１月１８日 大宮法人会(大同生命大宮ビル） 参加者１８名

〇社会保険協会の研修会に適用調査課職員を講師派遣
・令和２年１０月２３日 埼玉県社会保険協会（大宮ソニックシティ会議室）参加者３０名

〇定年予定者を中心とした年金制度説明会を開催
・令和３年１月２９日 さいたま市社会福祉事業団 参加者６名
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事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・ハローワークに年金制度（国民年金保険料免除制
度）のチラシの設置を依頼した。

＜地域型年金委員との連携による周知＞
・地域型年金委員が自治会・町内会に年金制度にか
かるパンフレット配布依頼、ポスター掲示依頼を実
施した。

＜市区町宛「かけはし」送付＞
・管内の市区町に市区町村国民年金担当者向け情報
誌「かけはし」を発行時に送付して、年金制度周知
を図った。

＜管内市町イベントにおける周知事業＞
・新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、イベントが中止となり出張年金相談、チラシ配
布等の活動が積極的にできなかった。

＜事業所における年金制度説明会の開催＞
・新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、職域型年金委員と連携し、制度説明会を開催す
ることができなった。

・市区町村国民年金担当者向け情報誌
「かけはし」の確実な送付を行う。

・「わたしと年金」エッセイ募集にか
かる取組の強化を行う。

・事業所における年金制度説明会を開
催する。

年金セミナー事業

＜年金セミナー＞
・対面３件(専門学校１校、高校１校×２）、DVD視
聴３件（専門学校１校、高校２校）の計６件。

＜年金制度説明会＞
・年金受給予定者向け４件、支援学校３件、（２校
のうち１校は２回））の７件。

・新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、対面による取組を積極的に進めることができな
かった。ＤＶＤ視聴による実施も３教育機関から資
料送付後に、実施できない連絡があった。

・対面を希望する教育機関もあり、感
染防止対策をとりながら実施する。
・ＤＶＤ視聴による実施を引き続き勧
奨する。
・非対面型の実施を積極的に進める。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員の電話による年金セミナー開催依
頼を実施した。

・新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、訪問による開催依頼はできなかった。

・地域年金推進員と連携し、年金セミ
ナーの開催数増加につなげる。

地域相談事業 実施なし

・新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、ハローワークでの雇用保険受給者説明会が開催
されなかったため、離職者に国民年金の説明を実施
することができなかった。同一の理由で地域におけ
る年金相談会、大学構内における出張年金相談も開
催できなかった。

・ハローワークにおける雇用保険受給
者説明会での年金制度説明。（再開に
ついてハローワークが了承した場合）

・地域における年金相談会を開催する。

・大学等構内における出張年金相談を
実施する。

年金委員活動
支援事業

＜職域型年金委員宛送付＞
・職域型年金委員に「お知らせ」を送付した。
＜地域型年金委員宛送付＞
・地域型年金委員に「年金委員通信」を送付した。
市区町村国民年金担当者向け情報誌「かけはし」を
発行時に送付した。

・新型コロナウイルス感染防止対策が継続している
中、対面による取組を進めることができない。

・年金委員あてに広報誌の確実な送付
を行う。

大宮令和２年度 事業実施報告
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大宮
事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・国民年金制度（産前産後の国民年金保険料免除制度等）について
地域連携事業 （年金制度説明会等）により、周知活動の展開を図
ることとする。

・新入社員等の若年層に対する年金制度の理解及び知識を向上させ
るため、事業所内において新入社員等を対象とした年金制度説明会
を実施する。

＜地域型年金委員との連携による周知＞
・自治会、町内会、医療機関、承諾を得た専門学校を中心に年金制度にかかる周知活動及びパン
フレット配布を依頼する。

＜管内市町への周知＞
・市町国民年金事務担当者研修会において、産前産後の国民年金保険料免除制度にかかる周知の
ため、協力要請を行う。また、各市町に「かけはし」を年６回送付し制度周知を実施する。

＜事業所における年金制度説明会の開催＞
・職域型年金委員と連携し、制度説明会の開催協力を依頼し実施する。

※対面による活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分行ったうえで実施

年金セミナー事業
・管内教育機関への実施数拡大を図る、教育機関等のニーズに対応
する質的な充実に配慮した取組を行う。
・年金セミナーの実施にあたり、地域年金推進員を活用した効果的
なアプローチを進める。

＜年金セミナーにかかるアプローチの実施＞
・管内の大学、高等学校、特別支援学校、専門学校に電話・文書による開催依頼を行い実施校の
拡大を図るとともに、アプローチ不調校に対し来年度に向けた電話・文書によるアプローチを併
せて行う。
・開催にあたっては年金セミナー用動画（３５分程度）を教育機関に送付して視聴、アンケート
回答を求める方法を基本とする。対面での実施を希望する教育機関にも対応する。非対面型の実
施を積極的に進める。
また、若手職員を年金セミナー講師として積極的に養成していく。

※対面による活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分行ったうえで実施

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員の委嘱拡大及び活動日数の向上を図り、年金セミ
ナーの開催数増加につなげる。 ・地域年金推進員と連携し、年金セミナーの開催数増加につなげる。

地域相談事業 ・地域連携事業（年金制度説明会）と併せて各所において、年金相
談事業を開催し、国民年金保険料の納付率向上に繋げる。

＜ハローワークにおける雇用保険受給者説明会での年金制度説明＞
（再開についてハローワークが了承した場合）
・ハローワークに対し、年金制度説明開催への協力を依頼し説明会を実施する。

＜地域における年金相談会の開催＞
・関係団体等からの依頼、当方からの開催協力を依頼する。

＜大学等構内における出張年金相談＞
・大学等構内における出張年金相談の開催協力を依頼する。

※対面による活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分行ったうえで実施

年金委員活動
支援事業

・年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行うため、年間カ
レンダーを基に機構ホームページ『年金委員通信』を活用し、年金
委員の知識の向上及び活動機会の増加につなげる。

＜地域型年金委員連絡会の開催＞
・偶数月に地域型年金委員連絡会を開催し、年金委員年間活動計画（年間カレンダー）に基づ
く制度説明及び年金制度にかかる研修を行うとともに、定期的に資料の配付による情報提供を実
施する。

＜職域型年金委員への情報提供＞
・職域型年金委員に対して、定期的に研修会等を実施する。また、郵送による資料配布を行う。

※対面による活動は新型コロナウイルス感染防止対策を十分行ったうえで実施

令和３年度 事業実施計画

１８



熊谷年金事務所
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○１日合同行政相談所において年金相談を実施

・熊谷文化創造館 さくらめいと （１１月３０日）

熊谷年金事務所

○年金制度説明会の開催

・社会保険協会の研修会へ適用調査課・相談室職員を講師派遣

・国民年金事務研究会の開催（１１月）

・管内法人会が実施する研修会において年金制度説明を実施

地域連携事業 地域相談事業

年金セミナー事業

○年金セミナーの開催

（令和２年度 １回 実施）

セミナー開催日 学校名 参加人数
約８８名

令和２年１１月２６日 誠和福祉高等学校 ８８名
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事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

＜ハローワーク（熊谷、行田、本庄）＞
・年金制度（国民年金保険料免除制度）のチラシの設
置を依頼した。

＜市町＞
・管内１０市町に「かけはし」を送付し、年金制度の
周知を依頼した。

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、雇用保険受給者説明会において年金
制度（国民年金保険料免除制度）の説明
ができなかった。

・新型コロナウイルス感染防止対策を行い実施
できるかが課題である。

年金セミナー事業 ・例年開催をしている高等学校及び専門学校に対して、電話によるアプローチを実施した。
・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、対面によるアプローチができなかっ
た。

・新型コロナウイルス感染防止対策を行い実施
できるかが課題である。

地域年金推進員
委嘱事業

・新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえたセミ
ナー開催及び教育機関へのアプローチ等について打ち
合わせを実施した。

・新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、地域年金推進員による学校等に出向
いての対面による活動が行えなかった。

・新型コロナウイルス感染防止対策を行い実施
できるかが課題である。

地域相談事業 ・１日合同行政相談所において年金相談を実施した。 ―
・新型コロナウイルス感染防止対策を行い実施
できるかが課題である。また、今後は年金相談
の時間もタイムスケジュールに入れていただけ
るよう関係機関に働きかけたい。

年金委員活動
支援事業

・職域型年金委員並びに地域型年金委員ともに、定期
的な情報提供の取組として情報誌を送付した。 ― ―

熊谷令和２年度 事業実施報告
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熊谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 ・正しい年金制度の知識や手続き、制度改正等に関する周知
活動の展開を図る。

＜市町＞
・周知チラシの設置及び記事掲載を依頼する。

＜社会保険委員会＞
・会議等で周知チラシを配付し、制度周知を依頼する。

＜ハローワーク（熊谷、行田、本庄）＞
・周知チラシ（設置など）により制度周知を図る。

年金セミナー事業

・管内の教育機関へ実施数拡大を目指し、アプローチを実施
する。
年金セミナーの実施にあたっては、地域年金推進員を活用し
た効果的なアプローチと併せ、受講者に年齢の近い若手職員
による講師対応により、機構職員の養成機会として、人材育
成にも配慮した取組を行う。

・年金セミナーＰＴを主体に地域年金推進員と連携して、年金セミナーのアプローチ
及び開催を行う。なお、アプローチは、 原則、電話・文書により実施する。

・年金セミナーの開催については、今年度運用開始のWeb会議ツールを使用した非対
面による実施を基本に取組を行う方針。なお、教育機関から要請があり対面で開催す
る場合は、新型コロナウイルス感染防止対策の徹底が可能な場合のみ検討し実施する。

地域年金推進員
委嘱事業

・地域年金推進員の活動日数の向上を図り、年金セミナーの
開催数の増加に繋げる。

・地域年金推進員による教育機関へのアプローチの方法、対象校や実施方法、案内頻
度など打ち合わせを行い、効果的かつ継続的な勧奨を実施し開催数の増加を目指す。

地域相談事業 ・地域連携事業（年金制度説明会）と併せて、年金相談事業
も実施し、国民年金保険料の納付率向上に繋げる。 ・地域で開催されるイベント等に参加して年金相談会や広報チラシの配布等を行う。

年金委員活動
支援事業

・年金委員に対する定期的、継続的な情報提供により、年金
委員の知識の向上及び活動機会の増加につなげる。

・職域型年金委員に対しては、情報誌の送付及び「年金委員年間配布物一覧」に記載
された配布物を配布し年金委員の知識向上を図る。

・地域型年金委員に対しては、情報誌を送付し情報提供を行う。

令和３年度 事業実施計画
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川越年金事務所
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.

川越年金事務所

年金セミナー事業

地域連携事業

対面型年金セミナー

令和2年9月30日（水）
東邦音楽大学において対面型の年金セミナーを実施
しました。
参加者1年生31名

非対面型年金セミナー

令和3年2月26日（金）
大妻嵐山高等学校において非対面型の年金セミナー
を実施しました。
参加者3年生88名

○令和2年10月6日（火）
ウエスタ川越において埼玉県社会保険協会主催の社会保険事務講習会が開催され年金制度の説明を行うとともに
ねんきんネットの利用説明を行いました。
○令和2年11月13日（金）
ウエスタ川越において埼玉県年金協会および法人会主催の制度説明会が開催され年金制度の説明を行うとともに
ねんきんネットの利用説明を行いました。 ２４



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・埼玉県社会保険労務士会（川越・朝霞支部）に対して
年金制度説明会を実施した。
・管内１９市町に「かけはし」を発行月に送付した。
・社会保険協会と協賛し年金制度説明を実施した。
・年金協会と協賛し、川越法人会に年金制度説明を実施
した。
・朝霞法人会には資料の送付を行った。
・管内の市町国民年金事務研究会の実施。（７月、８月、
１０月、１月、２月と開催したがコロナの影響ですべて
書面での開催となった）

・ハローワークでの説明会は１回も行えず資
料送付のみとなった。

・新型コロナウイルスの関係で積極的にア
ピールできないのが課題である。

年金セミナー事業

・東邦音楽大学で年金セミナーを実施した。

・川越特別支援学校、大妻嵐山高等学校において年金セ
ミナーを実施した。

・特別支援学校２校に資料を送付した。

・滑川総合高等学校において年金セミナーを
実施する予定であったが開催日の前日に新型
コロナウイルス感染者が生徒に出たとのこと
で中止になった。
・その他、毎年行っていた学校においてもコ
ロナの影響で軒並み中止となった。

・非対面型のセミナーをアプローチして開
催につなげていく。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため

訪問による年金セミナー開催依頼はできな
かった。

・管内の高校にどうやってアピールするか
が課題である。

地域相談事業 実施なし
・以前は大学に対して納付相談会等を開催し
た年度もあったが令和２年度はコロナの影響
で予定もしなかった。

・今後、納付相談会等を行うか検討が必要
である。

年金委員活動
支援事業

＜職域型、地域型年金委員への情報提供＞
・「かけはし」や「年金委員通信」を発行月に送付した。

・新型コロナウイルスに対する緊急事態宣言
やまん延防止等重点措置の影響で地域型年金
委員連絡会を開催することができなかった。

・新型コロナウイルス感染症予防対策を
しっかりとりながら地域型年金委員連絡会
を開催する。
・職域型年金委員の名簿の整理を行う。

川越令和２年度 事業実施報告
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川越

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業
・年金制度の理解及び知識を向上させるため、制度改正
の情報等について市町村、事業所、関係機関及び関係団
体において年金制度説明を実施する。

・管内市町の新任担当者に対して年金制度を説明する。
・管内市町との事務研究会において年金制度を説明する。
・ハローワークで国民年金保険料免除の説明を行う。
・管内社会保険労務士会に対して年金制度説明会を実施する。
・年金協会と連携し、管内法人会主催の年金制度説明会に講師派遣を行う。
・社会保険協会と連携し、管内事業所担当者等に対して年金制度説明を行う。

年金セミナー事業 ・管内の教育機関に対して年金セミナーの開催依頼を行う。
・年金セミナー開催可能な教育機関に対してアプローチを行い、対面型、非対面型の希
望に沿って実施する。

地域年金推進員
委嘱事業

・管内の高等学校に対して年金セミナーの開催依頼を行
う。 ・管内４地区の校長会に参加し、年金セミナーの開催依頼を行う。

地域相談事業 ・納付相談会等を行う。 ・現状では考えていないが下期にコロナが落ち着けば納付相談会等の検討をしたい。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員への情報提供を行う。

・地域型年金委員連絡会を開催する。

・職域型、地域型年金委員の委嘱拡大を行う。

・職域型、地域型年金委員へ機関紙等を発行月に送付し、情報提供を行う。
・新型コロナウイルス感染予防対策を取ったうえで、四半期に１回程度、地域型連絡会
議を開催する。
・職域型年金委員の名簿の精査を行い、研修会等を開催する。
・職域型年金委員の委嘱拡大については年金委員が選出されていない事業所に対して、
委嘱勧奨を行う。

令和３年度 事業実施計画
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所沢年金事務所
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〇１日合同相談所において年金相談を実施

・飯能市市民活動センター（10月１日）

所沢年金事務所

○年金制度説明会の開催

令和２年 ６月１８日 市町村事務研究会 ８名

令和２年１１月 ５日 市町村事務研究会 １０名

令和２年１２月１６日 所沢法人会 ２４名

地域連携事業 地域相談事業

年金セミナー事業

セミナー開催日 学校名 人数

令 和 ２ 年 １ ２ 月 ２ ４ 日 西武文理大学 １５８名

○年金セミナーの開催

２８



事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業
・管内市町村職員に対して研修を実施した。

・広報誌への掲載を管内市町に依頼し、年金制
度周知を図った。

―
・新型コロナウイルス感染防止対策のため、対
面による取組が困難であり、対策の検討が必要
である。

年金セミナー事業 ・西武文理大学において、動画配布による年金
セミナーを実施した。

・新型コロナウイルス感染防止のため全て
の学校においてキャンセルとなったが、そ
の後、動画配付によるセミナー実施につい
ては十分な取り組みができなかった。

・新型コロナウイルス感染防止対策のため、非
対面でのセミナー実施の検討が必要である。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ― ―

地域相談事業 実施なし ・ハローワークにおいての説明会が、新型
コロナウイルス感染症の影響で開催できな
かった。

・ガイドラインに基づいた対策を確認できた場
合、要請があれば説明会等の講師を派遣する。

年金委員活動
支援事業

・年金委員の知識の向上のため、定期的な情報
誌、チラシ等の送付による情報提供を行った。

・地域型年金委員連絡会が、新型コロナウ
イルス感染症の影響で開催できなかった。

・コロナ禍での実施方法の検討を行い、地域型
年金委員連絡会の実施を進める。

・職域型年金委員研修会の実施の検討が必要で
ある。

所沢令和２年度 事業実施報告
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所沢

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 ・年金制度の理解及び知識を向上させるため、関係団体
等と連携し、年金制度説明会を実施する。

＜市町村広報誌による周知・啓発＞
・管内市町村の広報誌に掲載依頼し、周知・啓発を実施する。

＜事業所に対する制度説明会の実施＞
・事業所内での年金制度説明会開催協力を依頼し、実施する。

＜関係機関等と連携した年金制度説明会の実施＞
・社会保険委員会や法人会等と連携し、年金制度説明会を実施する。

年金セミナー事業

・管内の教育機関へ実施数拡大を目指し、アプローチを
実施する。
・セミナー実施時においては、新型コロナウイルス感染
防止対策を徹底したうえで実施する。
・年金セミナーの実施にあたっては、受講者に年齢の近
い若手職員による講師対応により、機構職員の養成機会
として、人材育成面にも配慮した取組を行う。

・大学、専門学校、高等学校等における年金セミナーを実施する。

＜アプローチ実施＞
・管内全高等学校及び専門学校、特別支援学校に開催依頼を行い、年金セミナー実
施件数を拡大する。特に対面によるセミナー実施は不可とする教育機関に対しては、
動画提供による実施を推進する。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業
・ハローワークにおける雇用保険受給者説明会。

・ねんきん月間を中心に年金相談事業を開催し、国民年
金保険料の納付率向上等につなげる。

＜ハローワークにおける雇用保険受給者説明会での年金制度説明＞
・説明用動画（ＤＶＤ）を用いた説明会実施について働きかけを実施する。

＜年金月間における年金相談＞
・11月のねんきん月間において、国民年金保険料納付相談会を実施する。

年金委員活動
支援事業

・年金委員に対する定期的、継続的な情報提供を行うた
め、連絡会等において、年金委員の知識の向上及び活動
機会の増加につなげる。また、必要な資料については随
時配布することにより情報提供のさらなる充実を図る。

＜地域型年金委員連絡会の開催＞
・地域型年金委員連絡会を当面の間は書面開催とし、制度説明等及び資料の配付
による情報提供を実施する。

＜職域型年金委員研修会の開催＞
・職域型年金委員研修会の開催について、社会保険委員会と連携し、制度説明及
び資料の配付による情報提供を実施する。

令和３年度 事業実施計画
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春日部年金事務所
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春日部年金事務所

地域連携事業

地域相談事業

年金セミナー事業

○管内の高校５校（計２６クラス）の生徒に対し、合計１８
回の「年金セミナー」を開催（受講者数計 ７１３名）

○地域年金展開事業プロジェクトチームは、若手職員をメンバーとし、年
金セミナー開催に向け教育機関へアプローチを行うとともに、年金セミ
ナーの講師を務めるなど積極的に活動した。

○学校へのアプローチの際は、年金について学ぶ機会の必要性をお伝えす
るとともに、新型コロナウイルスの影響を踏まえ、オンラインセミナーを
中心に実施した。

○新型コロナウイルスの影響により、久喜市民まつりが
中止となったため、予定していた出張年金相談は未実施と
なった。

○令和２年２月以降、新型コロナウイルスの影響により、
ハローワークにおける年金制度説明は未実施となってい
る。

○５月、１１月に予定していた市町村国民年金事務研究
会は新型コロナウイルスの影響により、未開催となった。

○春日部法人会会員に年金制度研修会を実施（６月１８
日） 研修テーマ「在職老齢年金について」

○埼玉県社会保険労務士会春日部支部研修会にて研修会
を実施（６月１７日）

１１月２６日 埼玉県立宮代高等学校 (５回） １６０名
１１月２６日 埼玉県立岩槻北陵高等学校（５回） １０６名
１月１４日 埼玉県立庄和高等学校（５回） １８２名
１月２１日 埼玉県立春日部高等学校（定時制課程） ３７名
３月１９日 埼玉県立岩槻高等学校（２回） ２２８名
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事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

＜市町村＞
・実施なし
＜職域型年金委員活動＞
・７/３ 春日部社会保険委員会 春日部支部 定期総

会・研修会
・７/９ 春日部社会保険委員会 定期総会・研修会
・１１/１７ 春日部社会保険委員会 研修会
・３/２６ 社会保険委員大会（春日部・越谷合同）
＜社会保険労務士会＞
・６/１７ 社労士会春日部支部 研修会
＜春日部法人会＞
・６/２７ （社）春日部法人会からの要請を受け、「年金

制度研修会」に講師を派遣し、主に在職老齢
年金について説明を行った。

・新型コロナウイルスの影響により、
６月と１１月に予定していた市区町村
との事務研究会・研修会は未開催と
なった。

・市区町村との連携については、事務研究会・研修会以外の
方法（例えば、資料の送付等）を検討していく。

年金セミナー事業・非対面型セミナーを中心に、高等学校（５校）に対し、１８回のセミナーを実施した。
・新型コロナウイルスにより、当初予
定していた大学、専門学校等（計７
校）のセミナーが中止となった。

・管内において未実施の学校に対しては、セミナー事業の説
明を行うなど、更なる周知を図る必要がある。

・オンラインセミナー実施に向けて、学校へのアプローチを
行う。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ― ―

地域相談事業 実施なし

・新型コロナウイルスの影響により、
「久喜市民まつり」が中止となったた
め、予定していた年金相談事業が未実
施となった。

・新型コロナウイルスの影響により、
令和２年２月以降、ハローワーク説明
会における国民年金制度説明が未実施
となっている。

・市区町村における行政相談等への参加について、市区町村
との協議を行う。

・ハローワーク説明会については、今後、ＤＶＤ視聴による
方法に替えて実施していく。

年金委員活動
支援事業

＜職域型年金委員＞
・年金委員が未設置であり、従業員２０名以上の事業所（１,５
４９社）に対し、年金委員設置勧奨を実施した。
※勧奨実施月��７月、８月、１月、３月
＜地域型年金委員＞
・地域型年金委員の新規委嘱にあたり、主に退職者を中心に働
きかけを行い、計２６名の新規委嘱となった。
・地域型年金委員に対して、定期的に市町村情報誌「かけは
し」やリーフレット（国民年金関係）を配付した。
・１１/１８ 地域型年金委員連絡会開催

・新型コロナウイルスの影響により、
地域型年金委員連絡会を年３回予定し
ていたが、１回のみの開催となった。

・コロナの影響で、集合型の研修が実施しづらい状況にある
ことから、年金委員活動に有効な資料や、情報提供をこまめ
に行うなど、年金委員との連絡を密にする必要がある。

・オンライン研修を検討する必要がある。

・地域型年金委員の新規委嘱にあたっては、引き続き退職者
を中心に働きかけを行う予定である。

春日部令和２年度 事業実施報告
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春日部

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 ・新型コロナウイルス感染防止対策を図りつつ、年金相談事業や年
金制度研修会の実施に向けて推進する。

・春日部法人会と連携し、年金制度研修会を実施する。
・社会保険協会と連携し、社会保険委員に対する研修会を実施する。
・社会保険労務士会春日部支部に対し、研修会を実施する。
・ハローワーク春日部の求職者説明会において、国民年金制度について説
明し周知を図る。

年金セミナー事業 ・新型コロナウイルス感染防止対策を図りつつ、オンラインセミナーを中心に実施する。
・大学、専門学校、高等学校における年金セミナーについて、原則、オン
ラインセミナーを実施する。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業 ・新型コロナウイルス感染防止対策を図りつつ、年金相談事業や年
金制度研修会の実施に向けて推進する。 ・現時点で具体的な活動は未定。

年金委員活動
支援事業 ・全ての年金委員を対象とした研修会の実施を検討している。

・全ての年金委員（地域型・職域型）に対して、毎月、必要な資料やリー
フレットを送付する。
・随時、地域型年金委員に周知が必要な情報を提供し、自治会で回覧して
いただけるよう調整を図る。
・職域型年金委員の委嘱拡大のため、年金委員未設置の事業所に対して勧
奨を実施する。

令和３年度 事業実施計画
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越谷年金事務所
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地域連携事業

○関係機関において、年金制度説明会を実施
令和２年９月１５日 埼玉県社会保険協会主催の社会保険事務講習会において、「社会保険事務手続」について年金制度説

明会を実施。 （１４名出席）
令和２年９月１６日 越谷法人会主催の研修会において、「在職老齢年金のしくみ」について年金制度説明会を実施。

（１０名出席）
令和２年１２月１８日 ハローワーク草加主催の就職相談会において、「在職老齢年金等」について年金制度説明会を実施。

（１０名出席）

越谷年金事務所

年金セミナー事業

○教育機関での年金セミナーの開催
新型コロナウイルス感染予防対策への対応を行い、対面型及び非対面型（動画視聴）による年金セミナー実施。

開催日 学校名（学年） 実施形式 受講者数
令和２年１１月1８日 埼玉県立草加東高等学校 （３年生） 対面型（体育館） ３０５名
令和２年１１月２６日 埼玉県立宮代高等学校 （３年生 ２クラス）※春日部支援 対面型（教 室） ７０名
令和２年１２月１７日 埼玉県立越谷西特別支援学校 （保護者） 対面型（体育館） ４０名
令和３年 １月１４日 埼玉県立越谷東高等学校 （３年生） 非対面型（リモート） ２６４名
令和３年 １月１８日 埼玉県立草加南高等学校 （３年生） 非対面型（DVD視聴） ２２０名
令和３年 １月２１日 埼玉県立草加西高等学校 （３年生） 非対面型（DVD視聴） ２２９名
令和３年 １月２１日 埼玉県立三郷高等学校 （３年生） 非対面型（DVD視聴） １４０名
令和３年 １月２２日 越谷保育専門学校 （２年生） 対面型（教 室） ５５名
令和３年 ３月 ２日 草加市立新田中学校 （３年生） 対面型（体育館） １６３名
令和３年 ３月 ４日 越谷市立中央中学校 （３年生） 非対面型（HP動画視聴） ２３２名
令和３年 ３月１９日 埼玉県立八潮南高等学校 （１・２年生） 非対面型（DVD視聴） ４５７名
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事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

・管内５市役所に対し、情報誌「かけはし」を送付し
た。

・関係機関に対する「ねんきん月間」、「年金の日」
にかかるポスター等の配付した。

・３/２６に春日部・越谷合同で、社会保険委員大会を
開催した。

― ―

年金セミナー事業 ・教育機関からの開催要請を受けて年金セミナーを開
催した。

・新型コロナウイルス感染症の影響のた
め、予定していた学校の開催が中止と
なった。

・年金セミナーＰＴを立ち上げ、開催要請の
あった年金セミナーに向け講師を育成する。

・ＤＶＤ配付による年金セミナーについて
知っていただき、開催拡大に努める。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ― ―

地域相談事業 実施なし
・ハローワークにおいての説明会が、新
型コロナウイルス感染症の影響で開催で
きなかった。

・ガイドラインに基づいた対策を確認できた
場合、要請があれば説明会等の講師を派遣す
る。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員に対し、情報誌等を送付し
た。

・職域型年金委員委嘱拡大を実施した。

・地域型年金委員連絡会が新型コロナウ
イルス感染症の影響で開催できなかった。

・地域型年金委員連絡会を開催する。

・職域型、地域型年金委員の委嘱拡大を行う。

越谷令和２年度 事業実施報告
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越谷

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業

・市区町村、自治会、事業所や関係機関に対し、年金制度に関す
るチラシ・リーフレットを配布するとともに、ポスター等の掲示
を依頼し年金制度の周知を図る。

・関係機関と連携した「年金制度説明会」を実施する。

・管内５市役所に対し、情報誌「かけはし」を送付する。

・関係機関に対し、「わたしと年金」エッセイ、「ねんきん月間」、「年
金の日」にかかるポスター等の配付する。

・関係機関と連携した「年金制度説明会」を実施する。

年金セミナー事業
・学生等の若年層に対して、年金制度が身近で重要なものである
と学んでいただくために、各種教育機関において年金セミナーの
開催にかかる周知・協力依頼を実施する。

・管内すべての高校へ年金セミナー用動画（DVD）を提供し、年金セミ
ナー開催要請を行う。

・年金セミナーＰＴを立ち上げ、非対面型（Web会議ツール）に対応でき
る講師を育成する。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業 ・関係機関と連携し「出張年金相談会」を実施する。 ・年金事務所が主体となり、市区町村、大学、商業施設等において、出張
年金相談会を実施する。

年金委員活動
支援事業

・職域型、地域型年金委員に対して、情報誌等を送付し年金制度
の情報提供を図る。

・地域型年金委員の連絡会を開催する。

・職域型・地域型年金委員の委嘱拡大を図る。

・職域型、地域型年金委員に対して、年間を通じてチラシ・リーフレット
や年金委員向け情報誌等を送付し年金制度の情報提供を図る。

・地域型年金委員の連絡会を開催し、必要な情報を積極的に発信し事業の
推進を図る。

・職域型・地域型年金委員の委嘱拡大を図るために、委嘱勧奨用チラシや
年金委員推薦書を同時配布するなど、積極的に委嘱勧奨を行う。

令和３年度 事業実施計画
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秩父年金事務所

３９



○管内の高等学校、専門学校で年金セミナーを実施（DVD視聴による）。

・令和 3年 1月15日 埼玉県立小鹿野高等学校 （3年生59名）

・令和 3年 1月21日 埼玉県立秩父高等学校 （3年生240名）

・令和 3年 2月 4日 埼玉県立皆野高等学校 （3年生21名）

・令和 3年 2月26日 埼玉県立看護専門学校 (3年生19名）

秩父年金事務所

年金セミナー事業

○関係団体と連携した年金制度研修会を実施。
・社会保険労務士会秩父支部、埼玉県立秩父特別支援学校と連携し年金制度説明
会を実施。
○秩父鉄道５駅構内に「わたしと年金」エッセイ募集のポスターを設置。
〇市町村広報誌による年金制度周知事業を実施。
○地域型年金委員に依頼して、町内会掲示板へ年金制度周知ポスターを掲示。

地域連携事業

（秩父市金室町掲示板 エッセイ募集ポスター掲示）

（埼玉県立特別支援学校 年金制度説明会）

（秩父市野坂町掲示板 年金の日ポスター掲示）
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事業名 実施した事項 実施できなかった事項（理由） 課題・次年度に向けた改善点

地域連携事業

＜管内市町村広報誌による周知事業＞
・管内５市町村の広報誌を活用し年金制度の周知を実施。

＜関係機関と連携した研修会＞
・特別支援学校及び社会保険労務士会と連携し、年金制度
等の研修会を実施した。

＜公共機関へのエッセイ募集ポスターの掲示＞
・高校生が多く利用する、秩父鉄道（５駅）の駅構内へ
エッセイ募集ポスター掲示を依頼した。

＜管内市町村イベントにおける周知事業＞
・新型コロナウイルス感染症の影響のため、
イベントの多くが中止となったため、チラ
シ配布等の活動ができなかった。

・「わたしと年金」エッセイ募集にかか
る取組を強化する。

年金セミナー事業

＜年金セミナー実施に向けたアプローチ＞
・管内全高等学校及び専門学校へ、「わたしと年金」エッ
セイの募集依頼を実施した。

＜管内全学校においての年金セミナー実施（４校）＞
・管内高等学校及び専門学校において年金セミナーを実施
した。

― ・管内全高等学校においてのセミナーを
実施する。

地域年金推進員
委嘱事業 実施なし ― ―

地域相談事業
＜年金月間における出張年金相談＞
・11月のねんきん月間において、年金委員設置事業所に
対して出張年金相談を実施した。

＜ハローワーク秩父においての年金制度説
明会＞
・新型コロナウイルス感染症の影響のため、
雇用保険受給者説明会において制度説明を
開催することができなかった。

・出張年金相談の拡充を図る。

年金委員活動
支援事業

＜地域型年金委員連絡会議の開催＞
・地域型年金委員の連絡会を開催した。

＜職域型年金委員研修会＞
・新型コロナウイルス感染症の影響のため、
研修会等が開催できなかった。

・職域型年金委員の委嘱拡大を図る。

秩父令和２年度 事業実施報告
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秩父

事業名 取組内容 具体的な活動（目標数値・内容）

地域連携事業 ・年金制度への理解を深めるため、管内市町村職員、及び事業所等に対し、説明会を開催する。

＜管内各市町村への周知活動＞
・各市町村に「かけはし」を隔月で送付し、年金事業の周知を実施予定である。

＜埼玉県社会保険労務士会秩父支部定例会において、年金制度説明会を実施予定＞
・電子申請の利用勧奨について説明予定である。

＜秩父雇用活性化協議会との連携＞
・秩父雇用活性化協議会が開催するセミナーの一部時間を借り年金制度改正等の説
明会を実施予定である。

年金セミナー事業 ・「年金セミナー用動画」を活用し、管内の高等学校や専門学校へアプローチを行い年金セミナーを実施する。
・目標��５校（管内全高等学校）
内容��「年金セミナー用動画」を学校等へ送付し、年金セミナー実施依頼を行う予
定である。

地域年金推進員
委嘱事業 実施予定なし ―

地域相談事業 ・職域型年金委員設置事業所において、出張年金相談を実施する。
・目標��１０事業所
内容��退職前被保険者に対する在職老齢年金・繰上下請求等の制度説明を実施予定
である。

年金委員活動
支援事業

・地域型年金委員連絡会を実施する。

・職域型年金委員研修会を実施する。

・目標��各1回（連絡会・研修会）
内容��地域型年金委員に対してポスターの掲示板及びチラシ配布等の活動依頼を実
施予定である。

・職域型年金委員に対して電子申請及びねんきんネット利用勧奨の研修を実施予定
である。

令和３年度 事業実施計画
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